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基本的視点

①マクロ的視点・・・一国全体の問題として地域発展を

②時間軸・・・長期的経済社会の変化

③政策相互間の整合性・・・地域政策、産業政策と財政政策の連動性

④都市化が引き起こすバランス
・・・効率と分配、集中と分散、過密と過疎

⑤中央集権vs.地方分権

⑥グローバル化・・・東アジアの関係強化と比較優位
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（１）日本の構造転換期間の定義
内外経済情勢の変化と社会構造を反映し成長率は大きく変化
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東京圏

名古屋圏

大阪圏

地方圏

全国

（1955年度＝100）

◆名目GRPの推移（指数）

資料：内閣府「県民経済計算」より集計加工 4

（２）GDPとGRPの変化：都市圏と地方圏の格差

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期
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（３）都市圏と地方圏の定義

東京圏：埼玉、千葉、東京、神奈川
名古屋圏：岐阜、愛知、三重
大阪圏：京都、大阪、兵庫、奈良
地方圏：上記以外

東京圏

名古屋圏
大阪圏



東京
横浜

神戸

大阪

福岡

静岡

岡山広島

千葉
名古屋

太平洋ベルト地帯

6

1960年 国民所得倍増計画（池田）（10年でGDPを2倍に→6年で達成）
1960年頃 太平洋ベルト地帯構想

（欧米へのキャッチアップのため太平洋ベルトに資源集中とネットワーク化）

1962年 全国総合開発計画（拠点開発構想）
1964年 東海道新幹線開業
1964年 東京オリンピック開催
1965年 名神高速道路開通
1969年 東名高速道路開通
1970年 大阪万国博覧会開催
1975年 山陽新幹線開業

1968年 日本のGNPは世界２位へ

（４）第１期（高度成長期）のインフラ整備：都市圏に集中



（５）国土政策の変遷と背景

1950年代 1960年代 1970年代 1980年代 1990年代 2000～

（資料）国土交通省資料等よりKISER作成

高度成長 安定成長 バブル 低成長

太平洋ベ
ルト地帯
構想

全国総合開
発計画
（62年）

新全国総合開
発計画
（69年）

第三次全国総
合開発計画
（77年）

第四次全国
総合計画
（87年）

21世紀の

国土グラ
ンドデザ
イン

（98年）

国土形成
計画
（05年）

背景
（課題）

欧米へ
キャッチアッ
プ

4大工業地

域間のボト
ルネック

都市と農村の
所得格差

低生産生産業
の地方しわ寄
せ

人口・産業の大
都市集中

過密・過疎

公害問題

資源エネルギー
有限性

人口の地方分散
の兆し

人口・産業の
東京一極集中

サービス経済
化

人口増加
終焉

産業の空
洞化

人口減社会

高齢化

一律資源配
分による地域
の個性喪失

目標 成長極大化 地域間の均衡
ある発展

豊かな環境の創
造（高福祉社会を
目指す）

人間居住の総合
的環境の整備

多極分散型国
土の構築

多軸型国
土構造形
成

多様な地域
ブロックの自
立的発展

開発方
式等

傾斜生産

効率性重視
の成長戦略

拠点開発方式

（工業を分散
し周辺地域へ
の波及を）

大規模プロジェク
ト方式

（新幹線、高速道
路により資源偏
在を解消）

定住構想

（大都市への人
口産業集中抑制
と国土利用の均
衡）

交流ネット
ワーク構想

（地域特性を
活かし地域整
備促進）

参加と連携

（多様な主
体の参加と
地域連携）

開発中心か
らの転換
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高度成長による都市地方間格差是正→資源の公平配分
所得格差縮小は達成されたが、一律資源配分で地域の個性喪失



（６）産業政策の変遷

高度成長 均衡ある発展 空洞化懸念 情報化 グローバル競争激化

’62～01 新産業都市建設促進法 （全国に15カ所の新産業都市）

’64～01 工業整備特別地域整備促進法 （四大工業地帯分散のため周辺に６つの地域）

’72～06 工業再配置促進法 （工業の地方への移転・分散）

’83～99 テクノポリス法
（地方圏26地域へのハイテク製造業立地促進）

’88～99頭脳立地法 （地方圏26地域へのソ

フトウェア等産業支援サービス業立地促進）

’97～07 地域産業集積活性化法
（三大都市圏を含めた産業空洞化対処、
既存産業集積強化）

’01 産業クラスター法
（世界に通用する新事業が展開さ

れる地域集積促進）

’07 企業立地促進法
（地域の強みを活かした多様
な連携による新産業の創出）

集積（多様性）

分散（均衡）
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１９６０年代
拠点開発による
集中是正への
取り組み

１９７０年代
地域間格差の是
正、公害問題への
対処

１９８０年代～
高付加価値化の推進、
経済のソフト化・サー
ビス化への対応

１９９５年～
グローバル化、IT化への対応

空洞化防止と新規成長分野の発展支援、競争
力のある地域産業・企業の発展支援、

国土計画と連動し地方分散から始まったが、空洞化懸念により産業集積を促す方向へ

’59～02 工場等制限法 （首都圏、近畿圏における工場、大学の新増設を制限）

’02 総合規制改革会議
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（７）産業構造の変化

地方：農業の衰退で都市部へ人口移動→公共事業への雇用依存→工業の海外移転（空洞化）
都市：工業の地方への流出→サービス経済化→工業の海外移転
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◆都市地方別公共投資額の構成比の推移

資料：地方財政統計年報より集計加工 10

（８）公共投資の地方配分比率が増加

第1期 第２期 第３期 第４期 第５期

土建国家

成長期は一貫して地方への配分が増加、バブル期に一度東京圏への都市イン
フラ高まり地方減少したが、低成長期に再び地方への配分増加
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（円）

◆人口1人当たり普通建設事業費

資料：地方財政統計年報より集計加工 11

（９）人口一人当たりの公共投資額

第1期 第２期 第３期 第４期 第５期



（１０） 中国と共生する日本
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世界貿易の拡大はアジアが牽引

米国 EU 日本 中国 ASEAN 

米国 - 1.6 1.0 4.5 1.5

EU 1.7 2.5 1.5 4.9 2.2

日本 1.0 1.4 - 4.1 1.6

中国 5.2 7.4 2.9 - 7.7

ASEAN 1.4 2.0 2.0 7.5 2.9

（出所）ジェトロ「世界貿易マトリックス」

貿易の増加倍率（2000～2008年）

濃い青は全体の平均を上回る伸びを示す。輸 入

輸

出
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